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JICA 環境社会配慮ガイドラインのパブリック・コメントの状況 

 

 パブリックコンサルテーションを 5回（東京 2、大阪、名古屋、北九州と沖縄合同）開催

し 69 名（男性 45、女性 24）が参加した。また、メールで 27 通のコメントの提出があった。

意見とその対応は以下の通り。 

 

ガイドライン案に対する意見とその対応 

No 意見 対応 

1 ガイドライン 2 次案の後に、再度パブリックに

意見を問う機会を設ける必要がある。 

第 3 回、第 4 回のフォローアップ

委員会は当日参加者の出席と発言

を認めていますので、公開により

２次案の意見聴取に対応いたしま

す。 

2 全体で、JICA とコンサルタントを書き分ける必

要がある。 

コンサルタントは JICA の業務管

理下にありますので、案の通りと

します。 

3 透明性が確保された議論を評価する。 今後もガイドライン改定の議論は

透明性を確保して行います。 

4 ガイドラインを適用するに際してのテキストが

必要。 

JICA 職員を対象にした執務参考

資料を作成する予定です。 

5 ｢協力事業を通じて｣との表現がわかりにくい。

「協力事業によって」なのか、｢協力事業全体に

わたって｣なのか、どちらにしてもわかりにく

い。 

該当する箇所毎に、意味が明確と

なるよう表現を工夫いたします。

6 環境社会配慮の主体者は相手国政府としている

一方、JICA は相手国政府と共同して行うという

表現があり混乱を招く。 

環境社会配慮の主体者は、JICA で

はなく相手国政府です。JICA は相

手国政府を支援しますので、その

際は JICA が単独で行うのではな

く相手国政府と共同して行うとい

う趣旨です。 

7 パブリックコンサルテーションは、日曜日の開

催も検討する必要がある。また、開催日時の早

期連絡、議事録の公開、結果の委員会への反映

が必要。 

今次パブリックコンサルテーショ

ンでは、５箇所を選定し社会人の

参加も可能となる時間の工夫をし

ました。日時については、さらに

多くの方が参加できるように今後

工夫いたします。パブリックコン
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サルテーションの議事録は公開

し、結果はフォローアップ委員会

の議論の際参考にいたします。 

8 北九州市のパブリックコンサルテーションは、

事前の告知期間が極めて短く大きな遺憾であ

る。今後は、最低 1 ヶ月の告知期間をおき、一

般市民が容易に知ることの出来る方法で十分な

告知をした後に開催していただきたい。 

北九州市の場合は、追加でセット

したため、お知らせする時間は短

くなりました。今後は、早期にお

知らせをするように努めます。 

9 JBIC ガイドラインと一本化することが望まし

い。 

ガイドラインは各組織の行動指針

であり、独立したものとならざる

を得ませんが、JBIC との密接な連

携確保が必要ですので、整合性の

確保に努めました。 

10 場合によっては、環境社会配慮調査部分を、新

しく発足する｢環境室｣や環境女性課等から発注

したほうが、環境社会配慮業務が確保されると

考える。また、｢環境室｣等が、予期しない事態

への対応や必要な（諮問)委員会活動のためや、

予期できない工程・作業量の変更に対応できる

よう十分な予算を確保することが必要。 

環境社会配慮調査部分を他の調査

部分と契約を分ける予定はありま

せん。調査の工程や作業量に関す

る予算は事業部が所管いたしま

す。必要な委員会活動のための予

算は準備いたします。 

11 JICA と同様の事業を行っている関連機関や外務

省の無償資金協力などに関しても、同様のガイ

ドラインの適用が行われるよう、関係省庁とも

連携しつつ積極的な働きかけを行っていただき

たい。 

同様のガイドラインの適用が行わ

れる際には、JICA は協力いたしま

す。 

12 序論 「資料･議事録の公開のみならず、当日参

加者の発言や意見提出を認めるなど公開性の高

い方法で」を挿入。 

意見を参考に修正します。 

13 序論 「JICA は、日本政府に対して環境社会配

慮が不十分な協力事業が計画決定、もしくは実

施にいたらないように責任を持って、その中止

を含め提言を行う」を挿入。 

政府と実施機関の役割分担によ

り、決定は外務省が行います。 

14 序論 ガイドラインの対象は、相手国政府にと

どまらず、日本国政府でもあることを明示する

べき。 

協力事業を通じて適切な環境社会

配慮の実施を促す対象は、相手国

政府です。 

15 序論に、JICA の説明(日本政府との関係や事業内 JICA の説明を加えます。 
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容)を加える。 

16 1.1 理念のアジェンダ 21 の言及に、3.2 の「資

源の保全と保護に主な重点を置く環境政策が、

生計を資源に依存する人々に十分な配慮が行わ

れることが必要である。」「貧困、開発と環境の

問題に同時に立ち向かっていくための効果的な

戦略においては、まず資源、生産と人々に重点

が置かれ、さらに人口問題、保健と教育の向上、

女性の権利、若者と先住民・地方の共同体の役

割、より良い当地を伴う民主的参加が含まれる

必要がある」に言及すべき。 

アジェンダ21の 9.12(b)を環境影

響評価の促進に焦点をあてて言及

しました。ご指摘の内容は、2.3

の｢環境社会配慮の項目｣と 2.7 の

｢社会環境と人権への配慮｣に反映

されていると考えます。 

17 1.1 理念の世界人権宣言の「人権及び自由を尊重

し確保するために」を｢人権及び基本的自由の普

遍的な尊重及び遵守の促進を確保するために｣

に修正。また、「世界人権宣言の遵守がガイドラ

インの前提であることを明記し、本ガイドライ

ンは世界人権宣言といった国際的な人権基準の

遵守を前提とする」を追加。 

世界人権宣言や国際的な人権基準

の遵守が前提との表現は、法的拘

束力が有する条約の遵守も含まれ

ますので、JICA は言及する立場に

ないと判断します。 

18 1.1 理念の政府開発援助大綱の前に、「日本国憲

法は、その前文において、「われわれは、全世界

の国民が、等しく恐怖と欠乏からのがれ、平和

のうちに生存する権利を有することを確認す

る」としている。また、」を挿入。 

環境社会配慮に焦点を当てた政府

の枠組みに言及することが適当と

判断します。 

19 1.1 日本の政府開発援助大綱は、｢社会的弱者

の状況、開発途上国内における貧富の格差及び

地域格差を考慮するとともに、ODA の実施が開発

途上国の環境や社会に与える影響などに十分注

意を払い、公平性の確保を図る。｣とともに、「特

に男女共同参画の視点は重要であり、開発への

積極的参加及び開発からの受益の確保について

十分配慮し、助成の地位向上にいっそう取り組

む。」ことを基本方針として定めている。」に変

更すべき。 

意見を参考に修正します。 

20 1.1 理念の「ODA の実施にあたっては、・・」に

「また、世界銀行などの多国間援助機関は、非

自発的住民移転、ジェンダー、先住民族等社会

JICA は二国間の技術協力を担当

する機関であり、世銀などの多国

間援助機関とは業務や体制が異な



FC.3-3 

 4

面に関するガイドラインの作成と運用を行って

いるほか、ガイドラインの政策遵守を問うイン

スペクション制度を有する。」に言及すべき。 

ります。 

21 1.1「説明責任及び効率性」を｢その責任（・）

能力に応じた説明責任｣に修正。 

説明責任と効率性については、次

のパラグラフで関係政府機関の説

明責任が強く求められています。

22 1.1｢ステークホルダーの意味ある参加｣の注釈

を加える。 

双方向のコミュニケーションがあ

って、ステークホルダーの意見が

適切に計画に反映されることを意

味しています。 

23 1.1｢責任を持った発言｣を削除、もしくは｢発言

の主旨が一部のものの利権誘導でないこと｣に

修正。 

他の関連する意見も参考に修正し

ます。 

24 1.1「責任を持った発言」を「他のステークホル

ダーも、真摯な姿勢での発言が求められる」な

どに修正。 

他の関連する意見も参考に修正し

ます。 

25 1.1｢あわせてその他ステークホルダーは、真実

を基にした発言が求められる。また、その他ス

テークホルダーは発言の責任を問われることは

ない。｣に修正。 

ステークホルダーの発言にも責任

はあると考えますが、他の関連す

る意見も参考に修正します。 

26 1.1 ステークホルダーは「責任を持った発言を

強く求められる｣とあるが、抑圧的な状況では匿

名性がないと身の安全に脅威が及ぶことがあ

り、むしろ保護することが必要な場合も十分考

慮すべき。また、開発に関する｢事前に、十分な

情報を与えられた上での、自由意志による合意｣

を特に負の影響を受ける可能性のある人々の権

利として認めるべき。 

抑圧的な状況下では、安全性に配

慮する必要があります。他の関連

する意見も参考に修正します。 

27 1.2 目的の相手国政府の前に「日本政府に対して

は、環境社会配慮が不十分な協力事業が計画･実

施されないように責任を持って提言を行い、ま

た」を挿入。 

JICA の責任範囲は環境社会配慮

の観点から外務省に提言を行うこ

とであり、JICA の提言を参考に協

力事業の実施の可否の決定を外務

省が判断します。 

28 1.2 相手国政府のみならず日本国政府をも対象

とする表現に修正。 

ガイドラインの対象は、相手国政

府です。 

29 1.3 定義の 1 自然への影響の後に、｢地球環境｣ 地球環境は意味が広く、具体的な
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を挿入。 項目は案に記載されています。 

30 1.3 定義の 1 「先住民族等の人権の尊重」を「女

性、少数民族、先住民族等、社会を構成する多

様な人々の人権の尊重」又は「女性、少数民族、

先住民族，マイノリティ･グループ等の人権の尊

重」に修正。 

社会的弱者を含んだ多様な人々の

人権への配慮が重要と認識しま

す。 

31 1.3 定義の 1 「・・非自発的住民移転、貧困層

や先住民族をはじめとするあらゆる人々の人権

の尊重・・」に修正。 

同上。 

32 1.3 定義の 1 ｢その他の社会への影響｣には、先

住民族等が有する言語、文化、信仰を含むと考

えてよいか？ 

その他の社会への影響は、2.3 に

記載のある社会配慮の項目を指し

ます。 

33 先住民族の英訳は indigenous peoples と、人権

は human rights と複数形にする。 

意見を参考に修正します。 

34 1.3 の 4 「その影響を回避・低減」の前に｢計

画の中止を含め｣を挿入。 

計画の中止は影響が回避できな

い、代替案を講じることが出来な

いなど、検討された後に出てくる

と判断します。 

35 1.3の4 環境社会配慮調査を定量的に行うとあ

るが、特に社会環境はどのようにするのか？ス

テークホルダーとの協議で合意することがより

重要。 

比較や検証が行いやすいよう定量

的評価が望ましいですが、困難な

場合は定性的評価を行います。 

36 1.3 の 4 委員会提言の通り、JICA が行う環境社

会配慮調査と、相手国政府が行う環境影響の評

価を区別して記述･表現すべきである。 

JICA による調査は｢環境社会配慮

調査｣、相手国政の制度は｢環境影

響評価｣と区別しています。 

37 1.3 の 10 ｢ステークホルダー｣とは、事業対象

地に居住する住民を、｢ステークホルダー｣とは、

事業対象地及び事業の影響を受ける土地に居住

する住民に修正。 

他の意見も参考に修正します。 

38 1.3 の 10 ｢事業対象地に居住する住民｣では限

定されすぎている。直接及び間接に影響を受け

る住民をカバーすべき。 

他の意見も参考に修正します。 

39 1.3 の 10 ｢ステークホルダー｣とは、事業に直

接及び間接的影響を受ける事業対象地とその近

隣に居住する住民(いわゆる｢不法居住者｣と呼

ばれている住民を含む)、協力事業に知見・・」

他の意見も参考に修正します。 
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40 1.3 の 10 「現地で活動している」を削除、若

しくは｢現地で活動している NGO｣の後に、「環境

や社会的配慮の見地から、意見を有する NGO 等｣

を挿入。 

相手国で行うステークホルダーと

の協議に参加できる方を想定した

定義です。ステークホルダー以外

の方の意見も当然受け付けます。

41 1.3 の 10 ステークホルダーの定義の範囲が狭

い。 

他の意見も参考に修正します。 

42 1.3 の 10 ｢･･･協力事業に知見もしくは意見を

有する NGO や研究者を含む市民社会(civil 

society）、関係する産業団体、及び関係する政

府機関(中央及び地方の機関)等をいう」に修正。

ステークホルダーは、現地で開催

するステークホルダーとの協議に

参加できる方を想定しています。

他の意見も参考に修正します。 

43 1.3 の 11 国際約束の定義を削除し、委員会提

言の通り、｢外務省が要請を採択し、JICA に実施

の指示が来た段階｣とするべき。 

独立行政法人化に伴い、変更とな

った業務の流れに基づき｢国際約

束｣という表現を用いています。 

44 1.3 の 12 フォローアップの定義の記載を、3.7

の記載と入れ替える。 

定義の記載としては、案の方が適

切と判断します。 

45 1.3 の 16 EIA レベルの調査には法的な手続き

を含むのか？ 

法的な手続きは含みません。相手

国と JICA の作業分担を双方で合

意することにより、法的手続きが

JICA 調査に含まれないことを明

確にします。 

46 1.3 の 17 IEE レベルの調査は現地再委託の対

象となるか？既存調査の蓄積の違いによりレベ

ルに相当な差が生じる。 

IEE レベルの調査内容次第です

が、現地再委託の対象になると思

います。既存資料や現地の有識者

への質問等を行い、一定レベルの

成果を出す必要があります。 

47 1.3 定義に連携 D/D と基本設計調査(B/D)の定

義を加える。 

連携 D/D と基本設計調査の説明を

加えます。 

48 1.3 定義に｢参加｣とは、性別、民族、階層、政

治的立場等にかかわらず、あらゆる人が自由か

つ平等に意見が出せる場が創出されることを言

う、を挿入。 

1.4 の重要事項 5 で「ステークホ

ルダーの参加を求める」で｢参加｣

に言及しています。 

49 1.3 委員会の提言の通り、｢意思決定｣に関する

定義を記述するべきである。 

2.8に JICAの意思決定を記載して

います。 

50 1.4 10 行目の｢外務省に提言を行う｣を｢日本政

府に提言を行う｣に修正。 

意思決定の仕組みとして、JICA が

提言を行うのは外務省です。 

51 1.4 の重要事項 1 「経済的な影響については、 非貨幣経済的影響は、社会影響に
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非貨幣経済的影響を十分な調査と配慮を行う。」

を挿入。 

含まれます。 

52 1.4 の重要事項 2 「早期段階」を「最も初期の

段階」に修正。 

両方の表現とも意味するものは同

一と判断されます。 

53 1.4の重要事項2 戦略アセスメントの考え方を

委員会提言に基づき、十分反映させることが重

要である。 

委員会提言の重要事項 2｢早期段

階からの環境社会配慮の確保｣を

踏まえています。 

54 1.4 の重要事項 5 「ジェンダーに公平な幅広い

参加」、「ステークホルダーが十分発言できるよ

うな環境を整える」を追加。 

｢意味ある参加｣にご意見の趣旨は

含まれています。 

55 1.4の重要事項5 ステークホルダーが参加する

時点はどこか？スクリーニングの時点での参加

は想定されているのか？ 

スコーピングの段階からステーク

ホルダーが参加することを想定し

ています。スクリーニング段階で

はステークホルダーとの協議は行

いませんが、カテゴリ分類とその

理由は情報公開します。 

56 1.4 の重要事項 5 ｢現地で活動している NGO｣の

「現地で活動している」を削除。 

｢現地で活動している NGO｣の仮称

は、相手国で行うステークホルダ

ーとの協議に参加できる方を想定

した表現です。ステークホルダー

以外の方の意見も当然受け付けま

す。 

57 1.4 の重要事項 5 「参加するステークホルダー

は、責任を持った発言を強く求められる。」を削

除。または、｢参加するステークホルダーは、真

実に基づいた発言が求められる。会議後、発言

の責任を問われることはない。｣に修正。 

他の意見も参考に修正いたしま

す。 

58 1.4 の重要事項 5 ｢参加するステークホルダー

は、責任を持った発言を強く求められる。｣を「他

のステークホルダーも、真摯な姿勢での発言を

求められる」などに修正。 

他の意見も参考に修正いたしま

す。 

59 1.4の重要事項5 ステークホルダーとの協議に

より発生する事態にフレキシブルに対応する予

算面や工程面に対するJICAのバックアップが必

要。 

ステークホルダーとの協議に関し

ては、ファシリテーターの配置が

重要と認識しています。ステーク

ホルダーとの協議への支援に必要

なコンサルタント経費や工程は状
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況に応じて検討します。 

60 1.4の重要事項5 発言者個人に過度の責任を負

わせないことが合意形成を推進させる足がかり

となる。「現場に即した環境社会配慮の実施に向

けた適切な合意の形成のために」、「参加するス

テークホルダーは、合意形成に向け協議の円滑

な運営に最大限の協力を求められる」に修正。

ご意見を参考に修正いたします。

61 1.4 の重要事項 5 ｢事業に直接及び間接的影響

を受ける事業対象地とその近隣に居住する住民

(いわゆる｢不法居住者｣と呼ばれている住民を

含む)｣に修正。 

他の意見も参考に修正いたしま

す。 

62 1.4の重要事項6 ｢相手国政府の協力の下｣を削

除。 

JICA のみの判断で情報公開を行

うのではなく、相手国の同意が前

提となります。 

63 1.4 の重要事項 6 「相手国政府の協力の下」を

削除し、文末に｢JICA は、情報公開に対する相手

国政府の協力が得られるよう日本及び相手国政

府に影響力を行使する。｣を追加。 

JICA は、相手国の協力を得られる

よう協議を通じて働きかけます

が、｢影響力の行使｣ではありませ

ん。 

64 1.5 環境社会配慮のどの部分を誰が責任を持

つのか明示する必要がある。また、情報公開で

増える業務や環境社会配慮調査に関連する賠償

責任などのケースにコンサルタントが多くの責

任を負うのは負担が大きい。 

1.5の JICAの責務に記載される項

目は、JICA が責任を有します。コ

ンサルタントと JICA の責任は、契

約書で明示します。 

65 1.5 の 1「JICA は、日本政府に対して環境社会配

慮が不十分な協力事業が計画決定、もしくは実

施にいたらないように責任を持って、その中止

を含め提言を行う。」を挿入。 

JICA の責任範囲は環境社会配慮

の観点から外務省に提言を行うこ

とであり、JICA の提言を参考に協

力事業の実施の可否の決定を外務

省が判断します。 

66 1.5 の 3 環境アセスメントは事業者が実施する

のが原則であるため、｢相手国と共同して環境社

会配慮調査を行う｣ことは検討が必要。 

JICA の支援として、環境社会配慮

調査を相手国と共同して行うとい

う趣旨です。 

67 1.5 の 3 委員会提言の｢相手国と共同して、協

力事業の環境社会配慮調査を行い、対象プロジ

ェクトにおける適切な環境社会配慮を提示す

る。｣に修正。 

委員会提言を踏まえ、記述しまし

た。 

68 1.5 の 7 相手国の人材が不足している場合、人 環境社会配慮調査の実施を通じた
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材育成を行うのか？また、JICA 側の人材育成の

予定はあるのか？ 

相手国の人材育成を行います。そ

の他技術協力の要望があれば積極

的に対応することを検討します。

JICA 職員や関係者を対象とした

ガイドラインの研修にすでに着手

しています。 

69 1.6 の 3｢相手国の公用語又は広く使用されてい

る言語｣の「又は」を「及び」に修正。 

「公用語又は広く使用されている

言語」で対応が困難な場合は、個々

に対応することが現実的と判断し

ます。 

70 1.6の4 相手国政府に求める要件を相手国が了

承できない場合は、プロジェクトの実施を行わ

ないという文言を入れる必要がある。 

相手国が要件を受け入れるよう働

きかけることが重要です。 

71 1.7 第一文の後に、以上スキームによって派生

してきた事業については、本ガイドラインを援

用する、を追加。 

対象のスキーム他においては、ガ

イドラインの関連部分を尊重しま

す。 

72 1.8 緊急時の措置 明らかに人命に重大な影響

を及ぼす場合に限るべきである。｢紛争後の復

旧･復興｣は不適切である。紛争後は内部対立な

どが残っており、「2.7 社会環境と人権への配慮」

がより重要である。また、開発調査と技術協力

プロジェクトは緊急時の措置は必要ない。「緊急

無償(一般無償などではない)の場合で、かつ自

然災害の救援など、ガイドラインの手続きを巣

是手遵守すると明らかに人命に重大な影響を及

ぼす場合」と限定すべき。また、「緊急時におい

てもカテゴリ分類は必ず実施し、カテゴリＡに

ついては緊急時の例外措置を認めないことを原

則とする。その上で、審査諮問委員会は(1)緊急

時に相当するかどうか、(2)カテゴリ分類は適切

かどうか、(3)ガイドライン手続きのどの部分を

簡略･省略できるか、(4)簡略した手続きに沿っ

た調査等が適切に実施されているか、(5)調査結

果を受けて支援を行うべきかどうか、(6)支援す

る場合の留意点･モニタリングの方法をどうす

べきか、について検討を行い答申する。答申の

復旧・復興支援全てが緊急時の措

置を適用することは想定していま

せんが、緊急性の高いものは存在

すると考えます。ご意見を参考に、

表現を工夫します。 
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内容とそれに対する JICA の対応については、情

報を公開する」を追加。 

73 1.8 緊急時の措置の場合でも協力事業のニー

ズを JICA として把握する必要がある。 

協力事業のニーズの把握について

は、緊急の場合でも実施していま

す。 

74 1.8 緊急時の措置で、カテゴリＡとＢは含める

べきではない。 

緊急時の措置の対象は、個々の事

業毎に検討すべきと判断します。

75 1.8 緊急時こそ特に社会配慮の必要性が高い

と考える。緊急時であることを理由として、十

分な社会配慮の行われないまま実施されるので

あれば逆に紛争や混乱の火種になることが強く

懸念される。再度時間をかけて十分な議論を重

ねたうえで、困窮した事態を引き起こさないよ

うな十分な手続き、制度が設置されるべきであ

る。 

復旧・復興支援全てが緊急時の措

置を適用することは想定していま

せんが、緊急性の高いものは存在

すると考えます。緊急時の場合は、

個々の協力事業毎に審査諮問機関

に諮問いたします。 

76 1.8 緊急時の支援が加えられたこと、及び紛争

影響への配慮が含まれていないことは大きな問

題。「緊急時の措置」はガイドライン案に含める

べきではなく、「開発援助が、被援助国･地域に

おける紛争や軍事政権による住民への抑圧的な

状況を助長しないよう、平和に与える影響への

配慮に留意する」という紛争影響･平和への配慮

を行うという文言を含めるべき。 

緊急時の措置では、ガイドライン

の手続きの一部を省略することを

想定しています。紛争影響･平和へ

の配慮は、2.7 の 1 に関連する記

述があります。 

77 1.9 の普及の記述を具体的にする必要がある。ま

た、ガイドラインは、JICA と改定委員が複数で

説明することが望ましい。 

意見を参考に修正します。改定委

員の協力が得られれば、複数で説

明することも検討します。 

78 1.9 ガイドライン制定後は勉強会や講習会を

開く必要がある。 

相手国政府や日本国内の関係者を

対象にガイドラインを説明する機

会を設けます。 

79 2.1 の｢情報公開｣を｢情報公開と説明責任｣に修

正。 

説明責任については、1.4 の重要

事項 4で言及しています。 

80 2.1 情報公開に関しては、影響を受ける住民が

協議の日時や場所、資料の入手場所を知ること

ができるような仕組みが望まれる。 

影響を受ける住民が情報や資料に

アクセスできるよう、協力事業毎

に地域の状況に合った情報公開の

方法を工夫します。 

81 2.1 情報公開へのアクセスを促進するように、 ホームページはわかりやすく工夫
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JICA ホームページの工夫が必要。 します。 

82 2.1 JICA での情報公開、相手国の情報公開に関

する資料は、調査団が作成することになるの

か？情報公開をするための業務量を特別に計上

することが必要。 

情報公開の対象となる資料は、調

査で作成される各段階の報告書を

想定しており、報告書の作成に加

えて新たな業務は特に発生しない

と考えますが、当初想定されてい

なかった業務が発生する場合は、

状況に応じて検討します。 

83 2.1 情報公開は事業者が実施するのが原則で

あり、ステークホルダーとの協議をあわせて

JICA の役割が大きすぎる。特に、7,8,9 は本来

的に相手国が実施すべきもので、場合によって

は相手国の自主性を損なう可能性もある。 

情報公開は、ご指摘の通り本来相

手国政府が主体的に行うものです

が、一方 JICA も自ら情報公開いた

します。JICA が主体者と誤解を受

ける表現は修正します。 

84 2.1 情報公開やステークホルダーとの協議は、

事業者がもっと主体的に対応するべきで、JICA

が主体となって行う情報公開やステークホルダ

ーとの協議は最小限にとどめるべき。ガイドラ

インに示された内容の実施を相手国に求めるほ

うが良いと考える。事前調査の段階で、情報公

開、ステークホルダーとの協議の実施について、

JICA の関与を決定すればよい。 

情報公開とステークホルダーとの

協議の主体者は、相手国政府であ

り、相手国の状況に応じて JICA

の関与の程度は変わります。JICA

が主体者と誤解を受ける表現は修

正します。 

85 2.1 適切な環境･社会配慮を確保するために、

｢関連レポート(インテリムレポート等を含む)

の情報公開｣と、｢ステークホルダーとの協議｣は

根本的、かつ不可欠なものである。委員会提言

に基づき、最大限ガイドラインにおいても明確

に記述することが必要。 

委員会提言を踏まえてガイドライ

ン案を作成しました。インテリム

レポートを含む関連レポートは、

手続きに従って情報公開の対象と

なります。また、ステークホルダ

ーとの協議は重要と認識していま

す。 

86 2.1 の 1 と 2 の順番を逆にする必要がある。JICA

が自ら情報公開を行うことが先である。 

原則は相手国政府が情報公開を行

うことです。JICA の役割は相手国

の情報公開を支援することです。

87 2.1 の 2 委員会提言の通り、｢本ガイドライン

によって対象プロジェクトの特性に応じた適切

な方法で自ら情報公開する。｣に修正。 

JICA 自身の公開は、ウェブサイト

上で行うことを基本としていま

す。 

88 2.1 の 7 情報公開は、協議の実施(開催)を通知

することか、協議内容を知らせるということ

協議の開催日時と協議内容の両方

が含まれます。 
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か？ 

89 2.1 の 7 情報公開は、ステークホルダーとの協

議の前に行う必要がある。 

ご意見の通りです。 

90 2.1の7 ステークホルダーとの協議後のコメン

ト待ち時間は指示されるべき。その日程設定さ

れる基準を質問。スコーピング結果を情報公開

しステークホルダーと協議しないと、次のステ

ップに進めず工期に大きく影響する。 

情報公開の日数は指示します。そ

の日数は、相手国の基準を第一義

に我が国の基準等を参照して、相

手国と協議の上事前調査段階で決

定します。情報公開やステークホ

ルダーとの協議を行った後に次の

ステップに進みますが、情報公開

の日数を織り込んだ工程を作成す

る必要があります。 

91 2.1 の 8 ｢日本語及び英語｣の後に、｢当該国の

公用語等｣を挿入。 

公用語の扱いは 2.1 の 9 に言及さ

れています。 

92 2.1 の 9 ｢相手国の公用語又は広く使用されて

いる言語｣の「又は」を「及び」に修正。 

「公用語又は広く使用されている

言語」で対応が困難な場合は、個々

に対応することが現実的と判断し

ます。 

93 2.1 の 9 ｢広く使用されている言語と地域の

人々が理解できる様式｣は良い。 

ガイドラインに沿って実行いたし

ます。 

94 2.1 の 9 「情報公開を行う。」を｢情報公開を行

うと共に、その説明責任(確認責任)を負う。｣に

修正。 

JICA が説明責任を果たすことは

当然ですが、2.1 では情報公開に

ついて相手国政府と JICA の役割

を記載しています。 

95 2.1 の 9 文字が読めない方への配慮が必要。 イメージを使うなど資料の作成や

説明方法を工夫するなど相手国政

府に働きかけます。 

96 2.2 ステークホルダーとの協議の方法を記載

する必要がある。 

方法は関係者が会する協議を想定

しています。 

97 2.2 ステークホルダーとの協議は、報告だけで

はなくその目的を明示する必要がある。生計手

段を失う住民が生じる可能性もあり、立ち止ま

って考えることが必要。 

2.2の 1に目的を記載しています。

98 2.2 ステークホルダーとの協議の導入により、

予期できない様々な問題が生じ、プロジェクト

や工程に障害をきたすケースが増える。十分な

ステークホルダーとの協議は、環

境社会配慮の実施に向けて重要で

す。状況に応じて必要な工程やア
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調査を行えるような工程とアサインと変化に対

応できる体制が必要。 

サインを検討します。 

99 2.2 JICA、相手国の政府機関、ステークホルダ

ー間に対立が生じた場合、協議の主体者を第三

者機関とすることで協議を円滑に運営できる。

第三者的役割を果たす人材の活用について検討

を提案。 

当該国に第三者機関の役割を果た

す人材が存在する場合は、その活

用を検討いたします。 

100 2.2 プロジェクトにより被害を受けるであろ

う人々への心配りが重要であり、相手国が問題

なしという報告をしても、自身の目で確かめな

がらプロジェクトを進めていくための手間や費

用が予算に組み込まれるべき。 

ステークホルダーとの協議や情報

公開を行い、影響を受ける住民等

の意見を計画に反映させます。 

101 2.2 ステークホルダーのうち、特に影響住民の

参加に対する配慮が弱い。カテゴリーに関わら

ず、すべての事業実施の場合においてステーク

ホルダー、中でも影響を受けると考えられる住

民の間で、十分な協議を実施することを義務付

けるべきである。 

ステークホルダーとの協議が重要

であると認識しています。影響の

度合いによって住民参加に対する

要求は異なります。個別案件ごと

に適切な参加を検討します。 

102 2.2 の 1 委員会提言の通り、｢JICA は、協力事

業の主要な段階において、合理的な範囲内でで

きる限り・・｣に修正。 

主要な段階は、2.2 の 4 に記載さ

れています。 

103 2.2 の 2 ｢責任を持った発言｣を削除、若しくは

「責任能力に応じた説明責任を果たすことが」

に修正。 

他の関連する意見も参考に修正し

ます。 

104 2.2の2 「責任を持った発言を強く求められる」

を｢他のステークホルダーも、真摯な姿勢での発

言が求められる｣などに修正。 

他の関連する意見も参考に修正し

ます。 

105 2.2の2 「責任を持った発言を強く求められる」

を｢あわせてその他ステークホルダーは、真実を

基にした発言が求められる。また、その他ステ

ークホルダーは発言の責任を問われることはな

い｣に修正。 

他の関連する意見も参考に修正し

ます。 

106 2.2 の 4 ステークホルダーとの協議は、単に回

数を３回とするだけでなく、一連のやり取りが

必要。 

回数を単に 3 回とするのではな

く、ご意見の通り段階毎に一連の

協議を行います。 

107 2.2の4 協力事業のインテリムレポート作成時 インテリムレポート作成時とステ
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もステークホルダーの協議に含める。 ークホルダーとの協議の時期は必

ずしも一致するとは限りません。

108 2.2 の 4 委員会の提言通り、｢環境社会配慮の

概要検討時(協力事業のインテリムレポート作

成時等)｣、｢協議の内容等については、対象プロ

ジェクト全体についてのニーズや問題の把握に

ついて検討したり、代替案について検討したり

することも広く含める｣、「JICA は、協力事業の

主要な段階で、様々な意見･情報を考慮に入れる

ため、関係機関、必要に応じ、ステークホルダ

ーからの情報提供を促進し、その結果を協力事

業に反映させる。JICA は、必要に応じ、関係機

関、大学･研究機関、NGO、地域住民等の意見を

求める」を追加。 

概要検討時がインテリムレポート

作成時と一致するとは限りませ

ん。個々の協力事業の実情に応じ

てスケジュールを設定します。 

109 2.3 予測に用いる科学的知見を一本化するこ

とが合意形成に向けた必要条件であり、その具

体的手法として共同事実確認が F/S の段階で有

用と考えられる。 

途上国は教育水準にばらつきがあ

り、科学的予測は一本化できても

その解釈は受け取る人によって大

きな差が出ると考えます。情報公

開する資料については、なるべく

簡潔でわかりやすい表現にするよ

う工夫いたします。 

110 2.3 の 1 「生態系」の前に、「地球温暖化」を

挿入。 

地球温暖化を含めます。 

111 2.3の1 ｢人間の健康と安全及び自然環境(越境

または地球規模の環境影響を含む。)｣を「人間

の健康と安全及び自然環境(越境を含む。)、地

球環境」に修正。 

地球環境は意味が広く、具体的な

項目は案に記載されています。 

112 2.3 の 1 非自発的住民移転については、”survey 

of the entitlements of displaced persons and the 

family details and involvement of capacity building 

organizations in the process so that their entitlements 

in resettlement are not lost”を追加。 

非自発的住民移転の影響が生じる

場合は、ご意見を参考にいたしま

す。 

113 2.3の1 影響の項目に事故が含まれることが不

明。 

事故を含めることは適切と考えま

す。 

114 2.3 の 1 「貧困層や先住民族､女性､子供、高齢

者、少数民族、難民･国内外の避難民、その他の

女性と子供は別途ジェンダー、子

どもの権利で記載されています。
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マイノリティなど社会的な弱者については・・」

に修正。その他の、2.7 の 2、別紙の 1の社会的

な弱者を統一した表現とする。 

包括的な表現が良いと判断しま

す。 

115 2.4 審査諮問委員の選定は、実質的な審査がで

きるよう工夫が必要。 

実質的な審査をしていただけるよ

う、その分野の有識者を選定する

予定です。 

116 2.4 審査諮問機関が審査の機能を果たしてい

ないように見受けられる。審査諮問機関による

TOR の承認を義務付けるといった審査手続きは、

環境社会配慮の手続きの質を確保し透明性を高

める上で有益。また、審査諮問機関の役割に非

拘束仲裁を盛り込む等,代替的紛争処理(ADR)機

能を持たせることも今後の課題として検討。 

諮問する協力事業については、要

請、事前調査、スコーピング、概

要検討、最終報告書案の段階で、

内容を審査･助言していただく予

定です。仲裁機能については、現

時点では想定していません。 

117 2.4 JICA が審査諮問機関の助言を得るよりも、

むしろ同機関はJICAの環境社会配慮について意

見を述べることができることが適当。 

審査諮問機関は、審査と助言の機

能を果たします。 

118 2.4 審査諮問機関の意見が JICA の意思決定に

反映されなければならない。また、既存の作業

監理委員会との役割分担を明確にする必要があ

る。審査諮問機関を構成する専門家の選考が構

成で透明なプロセスで行われるようにしていた

だきたい。 

審査諮問機関の意見は JICA の意

思決定に反映されます。現行の作

業監理委員会との役割分担は、2.4

の 4 で示されています。委員の選

考プロセスはご意見を踏まえて検

討します。 

119 2.4 委員会提言の通り、審査諮問機関と既存の

作業監理委員会との役割分担を記述する必要が

ある。 

2.4 の 4 に関係する記述がありま

す。 

120 2.4 の 2 ｢要請段階から｣の後に、「事業終了時

まで」を挿入。 

意見を参考に修正します。 

121 2.5 カテゴリ分類を行うにあたって、環境社会

面の調査を行うのか？ 

カテゴリ分類のための調査は行い

ませんが、調査の進捗に応じてカ

テゴリ分類を見直します。 

122 2.5 カテゴリ分類の判断基準をもう少し具体

的にしておく必要がある。特にカテゴリＡとＢ

のボーダーラインは不明確。 

具体的に記載することは、閾値ぎ

りぎりに規模を設定するなどの弊

害が生じます。事業概要と立地環

境から総合的に判断します。 

123 2.5 カテゴリ分類で、ネガティブだけでなくポ

ジティブなファクターも考慮して欲しい。 

カテゴリ分類の際は、ネガティブ

なファクターを考慮の対象とし、
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複数案の検討段階ではポジティブ

なファクターも考慮いたします。

124 2.5 M/P 調査段階のカテゴリ分類は困難、①全

案件を対象に、事前調査段階で IEE レベルの調

査を行いカテゴリ分類を行う、②事前調査段階

で環境社会配慮の有無を 2 段階で分類し、本格

調査では必要十分な環境社会配慮調査を実施

し、プロジェクトの概要が定まる時点でカテゴ

リ分類を行う。 

ご意見の考え方もあると思います

が、複数案の事業特性や立地特性

に基づきカテゴリ分類を行い、本

格調査段階で IEE レベルの調査を

行う予定です。 

125 2.5の2 カテゴリＡの環境や社会に重大な影響

を与える可能性のあるプロジェクトはそもそも

実施する必要がない。 

ガイドラインは、プロジェクトの

実施の可否につき言及しません。

影響の程度に応じた手続きを定め

ています。 

126 2.5 の 6 委員会提言の通り、｢対象プロジェク

トが複数のサブプロジェクトで構成される場合

は、当該サブプロジェクトの総体(複合的、累積

的影響)に対しスクリーニングを行う｣に修正。

委員会提言を踏まえて包括的な表

現としました。ご意見は反映され

ています。 

127 2.6 の 3 「先進国」を｢国々｣に修正。 他のドナーの事例を参照するとい

う意味です。 

128 2.6 の 3 「先進国」を｢環境破壊先進国｣若しく

は｢高環境負荷国｣に修正。 

環境破壊先進国、高環境負担国に

修正する必要はないと考えます。

129 2.7 の 1 ｢特別な配慮が求められる。｣を具体的

に記載する必要がある。 

例示を示すよう修正します。 

130 2.7 の 1 「特に、紛争国や紛争地域、表現の自

由などの基本的自由や法的救済を受ける権利が

制限されている地域における協力事業では、特

別な配慮が求められる」と、1.8 の緊急時の措置

は矛盾している。 

2.7 の 1 の紛争国や紛争地域で特

別の配慮が求められる事業と、1.8

の紛争後の復旧・復興支援などで

環境社会配慮の手続きを実施する

時間がないことが明らかな場合

は、協力事業が異なると想定して

います。 

131 2.7 の 1 ｢平和と紛争｣を明記する必要がある。

抑圧を助長しないようにする必要がある。 

紛争や抑圧を助長する ODA は実施

されないと理解しますが、紛争地

域においては、情報公開やステー

クホルダーとの協議を慎重に進め

ます。 

132 2.7 の 1 ｢開発援助が、被援助国･地域における 紛争や抑圧を助長する ODA は実施
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紛争や軍事政権による住民への抑圧的な状況を

助長しないよう、平和に与える影響への配慮に

留意する。｣を含める。委員会提言の｢例えば、

人々が自由な意見を表明することが困難な国･

地域では、ステークホルダーの安全のため、情

報提供者を匿名にすること、通訳を JICA 側が確

保することなどが考えられる｣を残す。 

されないと理解しますが、紛争地

域においては、情報公開やステー

クホルダーとの協議を慎重に進め

ます。 

133 2.7の2 国際人権基準の範囲を明確にする必要

がある。 

国際人権基準は、世界人権宣言、

国際人権規約、国連や地域的機構

の作成した人権条約も含まれると

解釈されます。JICA が法的拘束力

のある条約につき判断を行うこと

は困難です。一方、人権侵害が起

こらないよう、情報収集を行うと

ともにプロセスを透明にし、多様

な方々の意見を取り入れます。 

134 2.7 の 2 「女性、先住民族、マイノリティ」を

「女性、こども、老人、貧困層、少数民族、先

住民族、マイノリティ」に修正。 

社会的弱者を含んだ人権に配慮す

ることは重要ですが、あらゆる方

を例示することは現実的ではない

と考えます。 

135 2.7 の 2 人権基準の尊重義務が果たさず、環境

社会配慮が確保できないと判断する場合に、事

業中止を決定するとの措置以外に、機構自体の

不履行責任をどのように果たすのか？ 

法的拘束力のある人権条約等の尊

重義務の不履行についての判断を

JICA が行うことは困難です。 

136 2.7の2 人権基準の著しい違反行為を客観的に

証明する手段としては、国連人権保障機構また

は人権機関による人権保障のモニタリング、個

人通報や政府報告の審査結果などを想定してい

るのか？ 

人権基準の著しい違反行為につい

ての判断を JICA が行うことは想

定していません。 

137 2.7 の 2 先住民族や女性の場合、｢開発に関し

て先住民族が十分な情報を与えられ、自由な意

志に基づく事前の合意という権利を尊重する｣

ことを明記する必要がある。 

先住民族や女性に限らず人権侵害

が起こらないよう、国別報告書な

どの情報収集を行うとともにプロ

セスを透明にし、多様な方々の意

見を取り入れます。 

138 2.7の2 国際的な人権規約と矛盾した国がある

場合の対応はどうするのか？ 

人権規約と矛盾した国に対して

ODA が実施されるのか疑問です
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が、もし ODA が実施される場合の

対応について JICA が判断するこ

とは困難です。 

139 2.7の2 対象地域の住民の人権の状況を正当に

評価することは困難であり、一定の方法論を示

すことが望ましい。 

国や地域の人権の状況を JICA が

正確に把握することは現実的に困

難です。実務的には国別報告書や

当該国の関係機関の情報を入手す

ることや情報公開を行い多様な

方々の意見を取り入れることを想

定しています。 

140 2.8 の 1 委員会提言の通り、｢重大な環境社会

影響が予想される際には、相手国政府において

当該対象プロジェクトの環境影響評価が必ず実

施されることを求める旨の提言を外務省に行う

とともに、必要に応じ、個別事業の要請であっ

ても代替案検討を含むより上位の調査に変更す

ること、事業への無償資金協力から開発調査に

変更すること、影響住民との協議を十分行うこ

と、代替案の検討を十分行うことなどを採択の

条件とすべき旨を外務省に提言する｣を含める

べき。 

委員会提言を踏まえて案を作成し

ました。採択の判断は政府が行い

ます。 

141 2.8 の 2 と 3 ｢外務省｣を｢日本政府｣に修正。 JICA は外務省宛に提言を行いま

す。 

142 2.9 環境社会審査を担当する部署は、相当な体

制整備が求められる。十分な人員体制と専門性

を備えた環境社会審査室の体制整備が必要。ま

た、JICA 内部やコンサルタント、相手国政府へ

十分な説明を行い、ガイドラインの施行がスム

ーズに行われるよう準備を進めていく必要があ

る。 

環境社会配慮審査担当部署の設

置、事業部や在外事務所への要員

の配置など、JICA の実施体制の整

備と相手国政府や関係者へのガイ

ドラインの説明に努力します。 

143 2.9 ｢事業担当部局から独立した組織により｣

を｢事業担当部局から独立し、第三者を構成員と

する組織により｣に修正。 

異議申し立てについては、実務的

な面も含めて今後議論します。 

144 2.9 「事業担当部局から独立し、かつ JICA 職

員以外のメンバーを含む組織を、別途幅広い関

係者の意見を聞いて設立し」に修正 

異議申し立てについては、実務的

な面も含めて今後議論します。 



FC.3-3 

 19

145 2.9 ガイドラインの適切な実施を確保するた

めには、人材、技術、権限と資金の裏づけを記

載する必要がある。 

実施体制の強化は、ガイドライン

の施行後も充実に努めることとし

ています。 

146 2.9 実施体制について、ガイドラインと不可分

の文書としてパブリックコンサルテーションに

提示すべき。特に、環境社会審査を行う部局が

どこまで権限を持つのか、人員などの面でその

権限を行使できる体制をもてるのかが重要であ

る。 

環境審査を行う部局の権限や人員

体制については、JICA 内で検討し

ています。 

147 2.9 JICA の実施体制の強化が必要。 本部や在外事務所における実施体

制を強化する予定です。 

148 2.9 審査体制を充実させることが必須。社会面

(非自発的移住･ジェンダー･先住民族など)の審

査体制･影響への配慮、戦略的アセスメント

(SEA)の更なる充実を図ることが必要。 

審査体制の充実に努めます。また、

社会的影響や SEA に詳しい方を諮

問機関の委員とすることも検討し

ます。 

149 2.9 異議申し立てについては、住民を申立人の

対象とする。 

被害をこうむった住民は申立人の

対象に含まれます。 

150 2.9 「ガイドラインに遵守を確保する一環とし

て、必要に応じて国内外の関係者に対する研修

を行うとともに、別途定めるところ・・｣に修正。

普及は 1.9 で記載しています。 

151 2.10 の 1 異議申し立て制度は、透明性を確保

した議論が必要。 

意見を踏まえて検討いたします。

152 2.10 の 1 異議申し立ての制度は、2004 年 4 月

1日以前に完了し、本ガイドライン施行と同時に

発足、施行する必要がある。そうでなければ最

初から骨抜きの制度であり無責任である。 

ガイドラインの作成と施行が同時

期な為、異議申し立て制度は施行

に間にあいませんでした。4 月以

降早急に制度を構築する予定で

す。 

153 2.10 の 1 異議申し立て手続きの策定プロセス

や時期についてもより具体的な何を示していた

だきたい。 

案が出来た段階で、フォローアッ

プ委員会で説明いたします。 

154 2.10 の 1 委員会提言の通り、｢可能な項目｣を

｢可能な範囲｣に修正。 

範囲よりも項目の方が具体的だと

判断します。 

155 2.10 の 2 5 年後の見直しの際に透明性を確保

したプロセスで行う必要がある。 

ご意見の通り、透明性を確保した

プロセスで行います。 

156 2.10 の 2 5 年以内には必ず改定作業を行うべ

きである。 

5 年以内に包括的な検討を行っ

て、改定の必要性を判断します。
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157 2.10 の 2 ガイドラインは試験運用し、1サイク

ルが終わった 1年～1年半後に見直しをかけ、必

要な場合改訂が必要。また、実質的な作業は、

JICA―相手国政府(-調査団)間で臨機応変に調

整･協議を行うことが必要。 

1 年～1 年半は短く、案の通り 5

年以内に包括的検討が適当と判断

します。関係者間の調整･協議は行

いますが、ガイドラインに沿った

手続きを行います。 

158 2.10 の 2 委員会提言の通り、｢開発途上国の住

民や NGO｣とするべき。 

開発途上国の住民を含めることは

実務的に対応困難ですので、NGO

など住民の代表に当たる方々に参

画していただきます。 

159 2.10 の 3 調査研究として住民との協議に関す

る資料を作成する必要がある。 

今後行う調査研究の中で、住民と

の協議も検討していきます。 

160 2.10 の 3 委員会提言の通り、｢協力事業実施の

経験に基づいた環境社会配慮ガイドラインの運

用上の課題や対応策(特に社会配慮やマスター

プランに関連して)を調査研究し、本ガイドライ

ンの見直しに反映させる。｣を含める。 

委員会提言を踏まえて記述してい

ます。 

161 3 環境のタスクに対する指示書の業務量が少

ない。必要な M/M と要員を指示書に反映する必

要がある。 

必要な M/M と要員を配置すべく努

めます。 

162 3 スコーピングによって作成したTORには柔軟

性を持たせ、新たに判明した事実について調査

項目を増やせるようにする工夫が必要。 

ご意見の通りです。 

163 3 要請書が提出された時点からが対象となっ

ていますが、それ以前に環境社会配慮に関連し

た事項を確認する必要がある。 

関連情報の確認に努めますが、ガ

イドラインの範囲としては要請書

が提出された以降とします。 

164 3.1、3.2.2、3.3.2、3.4.2.1、3.4.2.2、3.4.2.3、

3.4.2.4、3.5.1、3.6.1 ｢外務省｣を｢日本政府｣

に修正。 

担当は外務省であり、日本政府に

修正する必要はないと思います。

165 3.1 の 1 ｢環境社会配慮の観点を十分に考慮し

て意思決定し｣に修正。 

JICA 全体の意思決定には、環境社

会配慮以外の観点も含まれます

が、本ガイドラインの範囲は環境

社会配慮を対象にしています。 

166 3.1 の 3 委員会提言の通り｢このような情報公

開の実施が案件採択の条件であることについ

て、要請受付段階において相手国政府に対して

説明しておく必要がある｣を追加。 

案件採択の条件に JICA が言及す

ることは適切ではありません。 
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167 3.1 の 4 委員会提言の通り、｢外務省に提言し

た内容(開発ニーズ、環境社会影響、調査及び事

業の実施段階での政治･社会状況への配慮、住民

参加と情報公開についての JICA の分析及び見

解、採択の可否やその条件など要請案件への支

援に対する JICA の見解及びその根拠を含む)に

ついての情報公開を行う。｣を追加。 

括弧に記載された内容は、JICA が

言及することが適当でない項目も

含まれています。要請確認段階で

入手した情報をもとに環境社会面

の視点から提言を行います。 

168 3.2.1.の 3 「JICA は、カテゴリＡの調査につ

いては、現地踏査及びステークホルダーからの

情報･意見の聞き取りを行い、ステークホルダー

分析としてその結果を TOR 案に反映させる。」に

修正。 

ステークホルダー分析は、協議に

参加すべきステークホルダーを特

定する上で有益な方法だと考えら

れます。必要と判断する場合は、

TOR 案に反映させます。 

169 3.2.1 の 3 「現地踏査及びステークホルダーか

らの情報･意見の聞き取りを行い、情報公開を行

った上で、ステークホルダーとの協議を行い、

その結果を・・」に修正 

事前調査は、本格調査前であり、

事前に十分な時間的余裕を持って

情報公開を行い、ステークホルダ

ーとの協議を行うには準備が整わ

ないと判断します。 

170 3.2.3 の 4 SEA には環境面だけでなく設計や積

算･経済専門家も必要です。代替案作成のために

必要なアサインの確保が必要。 

SEA に必要な要員の配置を検討し

ます。 

171 3.2.3 の 4 ｢必要性や実施可能性をかんがみ戦

略的環境アセスメントの考え方を踏まえたもの

とする｣に修正。 

戦略的環境アセスメントの考え方

や方法は、まだ定まったものはな

いと理解しており、案の通り「反

映させるよう努力する」とします。

172 3.2.3 の 5 委員会提言の通り｢適宜、調査の過

程で作成するインテリムレポート等各種レポー

トに反映する｣に修正。 

調査結果は、インテリムレポート

以外にも反映されます。 

 

173 3.2.3 の 6 委員会提言の通り、Ａ案件とＢ案件

を区別して記述するべきではない。 

Ａ案件とＢ案件は影響の程度が異

なりますので、その対応も異なる

と判断します。 

174 3.3.1 の 3「現地踏査及びステークホルダーから

の情報･意見の聞き取りを行い、情報公開を行っ

た上で、ステークホルダーとの協議を行い、そ

の結果を・・」に修正 

事前調査は、本格調査前であり、

事前に十分な時間的余裕を持って

情報公開を行い、ステークホルダ

ーとの協議を行うには準備が整わ

ないと判断します。 

175 3.3.2 の 1 委員会提言の通り、「実施内容と体 3.3.1 の記述に実施内容と体制は
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制について相手国政府と合意できた協力事業に

ついて」を挿入。 

含まれています。 

176 3.3.2 の 2 委員会提言の通り、｢環境社会配慮

に関連する情報(事前調査報告書の関連部分を

含む)を公開する｣に修正。 

S/W 署名時点での情報ですので、

括弧書きの内容は含まれていま

す。 

177 3.3.3.1 の 4 委員会提言の通り、｢必要性や実

施可能性をかんがみ戦略的環境アセスメントの

考え方を踏まえたものとする｣を含める。 

フィ-ジビリティ調査は、事業アセ

スメントの段階に相当すると判断

します。 

178 3.3.3.1 の 5 委員会提言の通り、｢環境モニタ

リング計画(必要に応じ、環境管理計画)等を検

討する。｣｢インテリムレポート等各種レポート

に反映させる。｣に修正。 

提言を踏まえた記載としていま

す。調査結果はインテリムレポー

ト以外にも反映されます。 

179 3.3.3.2 の 4 委員会提言の通り、｢必要性や実

施可能性をかんがみ戦略的環境アセスメントの

考え方を踏まえたものとする｣を含める。 

フィージビリティ調査は、事業ア

セスメントの段階に相当すると判

断します。 

180 3.3.3.2 の 7 委員会提言の通り、｢同案を情報

公開するとともに、ステークホルダーとの協議

を行い、その結果を協力事業の最終報告書に反

映させる。｣に修正。 

カテゴリＢの場合は、必要に応じ

てステークホルダーとの協議と情

報公開を行います。 

181 3.3.3.2 の 9 「JICA は必要に応じて、情報公開

するとともに、ステークホルダーとの協議を行

う。」に修正。 

意見を参考に修正します。 

182 3.4.1 連携 D/D に係る情報公開の場合、相手国

政府に土地投機、用地の占有、入札の公平性の

阻害、事業の遅延や中止といった不利益が発生

する恐れがある。ついては、事前調査、S/W の署

名、本格調査の際の情報を公開においては、相

手国政府の意見を聴取の上公開することを検討

願いたい。 

JICA は積極的な情報公開に努め

ますが、相手国政府や関係機関に

不利益が発生する恐れがある場合

は、相手国や関係機関の意見の聴

取や関係する法律を踏まえて情報

公開する内容を決定いたします。

183 3.4.1 連携 D/Dで JICAと JBICの判断が異なる

場合(カテゴリ分類、連携 D/D の事前調査、フォ

ローアップ)の対応を検討する必要がある。 

連携 D/D は、JBIC ガイドラインの

モニタリングが適用されていると

判断しており、JBIC の判断を尊重

します。フォローアップは、審査

段階以前で行いますので、連携

D/D の実施後のフォローアップは

想定していません。 
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184 3.4.1 連携 D/D は、エンジニアリング部分の詳

細調査を中心としながらも、ソフトコンポーネ

ントや環境配慮に関する調査も必要に応じ含め

ることが出来るとの理解であるが、確認したい。

F/S 段階で実施するような環境社

会配慮調査は想定していません

が、設計が詳細になるのに伴って

必要となる環境社会配慮に関連す

る調査とソフトコンポーネントの

検討は含まれます。 

185 3.4.1.3 の 4 と 3.4.2.4 の 5 ｢入札に影響を及

ぼさない範囲で｣を削除。原則すべて開示すべ

き。 

相手国政府に不利益が発生する恐

れがある場合は、相手国政府や関

係機関の意見の聴取や関係する法

律を踏まえて情報公開する内容を

決定します。 

186 3.4.1.3の 4と 3.4.2.4の 5 原則開示が出来な

い場合は、｢入札に影響を及ぼさない範囲で｣を

「最終報告書は、入札価格を予測できる記述内

容のある部分を除き、公開する。公開の対象に

は、社会配慮に関する部分を含む。」に修正。 

相手国政府に不利益が発生する恐

れがある場合は、相手国政府や関

係機関の意見の聴取や関係する法

律を踏まえて情報公開する内容を

決定します。 

187 3.4.1.3 の 4 と 3.4.2.4 の 5 「入札行為に影響

を及ぼす範囲」が削除できない場合は、｢入札が

終了すれば詳細設計調査の最終報告書が公開さ

れる｣という文言を最低限明記すべき。 

入札が終了したものは情報公開し

ています。 

188 3.4.1.3の 4と 3.4.2.4の 5 入札が終わったも

のについては、入札行為に関する部分を含め、

最終報告書のすべてを開示することを明示。ま

た、入札行為が終わった過去の案件について最

終報告書を公開することに問題は無いはず。 

入札が終了したものは情報公開し

ています。 

189 3.4.1.3 の 4 委員会提言の通り、｢入札行為に

影響を及ぼさない範囲で｣を削除し、｢最終報告

書は、外務省への提言内容を含めて速やかに｣に

修正。 

相手国政府に不利益が発生する恐

れがある場合は、相手国政府や関

係機関の意見の聴取や関係する法

律を踏まえて情報公開する内容を

決定します。また、外務省への提

言は、適切な対応が困難と判断さ

れる場合に行います。 

190 3.4.2 連携D/D以外のD/Dの説明の中に、「JBIC

ガイドラインを参考に審査する」との記載があ

るが、JBIC ガイドラインに言及する理由が不明

であり、検討が必要。 

連携 D/D と同様な審査プロセスが

必要ですので、JBIC ガイドライン

を参考に審査することを想定して

います。 
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191 3.5.1 カテゴリＡと分類された案件で、十分な

環境影響評価がない場合、できる限り早く環境

社会配慮に関する調査を行い、早急に基本設計

につなげることが重要。 

時間の制約はありますが、カテゴ

リＡとなった場合は開発調査等の

スキームを用いて必要な環境社会

配慮調査を行います。 

192 3.5.1 開発調査が無償資金協力に回されるこ

とが考えられるが、開発調査を新ガイドライン

に基づいてやり直させるだけの意志がJICAにあ

るのか疑問。なし崩し的に質の悪い開発調査に

基づいて基本設計調査に入ってしまった場合、

新ガイドラインには基本設計調査中の環境社会

配慮がまったく記述されていないので、ガイド

ラインの実効性に疑問がもたれる懸念がある。

JICA の考えを明らかにして欲しい。 

基本設計調査以前の段階で環境社

会配慮調査は終了させることを想

定しています。ただし、開発調査

で行った環境社会配慮調査を補足

する必要がある場合は、基本設計

調査に入る前に予備調査等で追加

的調査を行う場合もあります。 

193 3.6.3 委員会提言の通り、「JICA により派遣さ

れる専門家は、本ガイドラインの理念に基づき、

相手国政府の環境社会配慮の支援を行う。職掌

の範囲内の事項については、本ガイドラインの

関連部分を遵守し、相手国政府への助言や協力

を行う」を追加。 

専門家については、1.5 の 10 に提

言を踏まえて記載しています。 

194 3.7 F/S 調査が実施された後、JBIC などのロー

ンがつく前でより詳細な環境調査が必要となる

ケースがある。JICA のスキームでも支援するこ

とを検討するべき。 

JBICとの連携D/Dでは設計が詳細

になるのに従って必要となる環境

面での調査は行います。 

195 3.7 の 2 委員会提言の通り、｢対象プロジェク

トの現地環境影響評価、代替案の検討｣を含める

べき。 

意見を参考に修正します。 

196 3.7 の 3 文末に｢また、その環境社会影響や問

題の大きさに応じて、必要な措置をとるよう助

言や提言を行う。｣を追加。 

協力終了後の具体的な対処は、そ

の段階の責任主体が行うのが原則

ですが、必要な場合は問題の把握

に努めます。 

197 3.7の3 ｢生じたなどの指摘がなされた場合は、

JICA は必要な場合は｣を｢生じる可能性を予測

し、JICA は、必要に応じて｣に修正。 

事業化後予期せぬ環境社会影響が

生じた場合を想定した文章です。

198 別紙 1基本的事項 3 「特に影響が大きいと思わ

れる」をわかりやすく記述したほうが良い。 

閾値を記載することによる弊害も

あるので、案の記述が適当と考え

ます。 
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199 別紙 1 環境社会配慮の対象範囲の 1 の｢人間の

健康と安全及び自然環境(越境のまたは地球規

模の環境影響を含む)｣を「人間の健康と安全及

び自然環境（越境を含む）、地球環境」に修正。

地球環境は範囲が広く、案が適当

と判断します。 

200 別紙 1 先住民族に「先住民族等が当該地域の自

然環境の維持若しくは、より多様な生態的環境

創造に果たしてきた役割とその自然環境の価値

を再認識及びその消失に伴う十分な検討がなさ

れることなしに、合意形成されないよう努めな

ければならない」を追加。 

JICA の協力対象国全体に対する

要件であり、包括的に表現するこ

とが適切です。また、ご意見の趣

旨は案文に含まれていると考えま

す。 

201 別紙 1 先住民族の｢土地及び資源に関する先住

民族の諸権利｣を「土地及び資源に関する権利を

含む独自の権利の享受への影響」に修正。また、

｢十分な情報に基づいて先住民族の合意が得ら

れるよう努めなければならない。｣を｢事前に十

分な情報に基づいた自由な同意を、関係する先

住民族から得るべきである。｣に修正。 

同上。 

202 別紙 1 のモニタリング ｢望ましい｣ではなく義

務化する必要がある。 

モニタリングが制度化されていな

い国もあり、「望ましい」が適切と

判断します。 

203 別紙 2の 1 セクターに(15)宇宙開発を追加。 宇宙開発は JICA の協力対象外と

判断されます。 

204 別紙 2の 1 セクターに漁業を追加。 意見を参考に修正します。 

205 別紙 2 の 2 に(5)大規模な流域系の変更、(6)大

規模な単一樹種植栽・植林、(7)大規模な海底開

発・海底資源開発を追加。 

セクターの流域系の変更や植林

は、(5)河川・砂防と(13)林業でカ

バーされています。大規模な海底

開発が JICA の協力対象となるこ

とは想定しがたいと判断します。

206 別紙 2 の 2 影響を及ぼしやすい特性の大規模

の判断根拠を明確にする必要がある。 

大規模の判断は、国ごとに判断が

異なりますので、相手国の関係す

る基準や他ドナーの類似事例を参

考に、個々の事業毎に判断します。

207 別紙 2の 3 影響を受けやすい地域に｢大規模な

寒冷・凍結地域の開発｣を追加。 

ご指摘の地域は、生態学的に重要

な生息地に該当すると判断しま

す。 

208 別紙 2 の 3 社会環境に、｢スラム等、9 法居住 不法居住者や貧困層はステークホ
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者や貧困層が住民の多くを占める地域｣を追加。 ルダーと想定されますが、多くを

占める地域は影響を受けやすい地

域とは違うと判断します。 

209 別紙 2の 3 ｢国立公園、国指定･･･及びそれに準

じる地域｣に修正。 

ご意見を参考に修正します。 

210 別紙 3 の質問 6 環境社会影響を及ぼさないプ

ロジェクトは存在するのか？ 

どのような活動であれ、人間活動

には何らかの環境社会影響が伴い

ますが、影響の程度は規模や立地

によって異なります。人材育成な

どのソフト分野のプロジェクトの

場合は、ネガティブな影響がほと

んどないカテゴリＣになると判断

します。 

211 別紙 3の質問 1 住所を所在地とし、土地利用の

状況等プロジェクトサイトの記述と地図の添付

を求める。 

意見を参考に修正します。 

212 別紙 3の質問 2と 15 プロジェクトが社会環境

に及ぼす影響は、プロジェクトの種類、規模、

立地条件等に大きく依存するため、これらの情

報を確実に入手する必要がある。 

情報を入手する目的で、別紙 3 ス

クリーニング様式を使用します。

213 別紙 3の質問 9 高齢者と難民･避難民、その他

のマイノリティを挿入。 

マイノリティに配慮することは重

要ですが、ありとあらゆる方を項

目に含めることは、現実的ではあ

りませんので、その他の欄を追加

いたします 

214 英語版の表現をレビューする必要がある。 英語版の見直しを行います。 

 


